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1921（大正 10）年に「米穀法」が制定された  6）。米穀法は，朝鮮・台湾からの外米移入で供給
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和 13）年において，1 人 1 日当たりの供給量は約 2,000cal であった。当時の成年男子で約










この結果，朝鮮米 1,435 万石（対前年比 1,000 万石減）の内地への移入は見込めなくなった。
昭和 15 米穀年度の内地への移入実績は，わずか 39.5 万石に過ぎなかった。これをきっかけに
して，わが国の米の需給状態は一変し，わが国が輸入米を求めて南部仏印に進駐する遠因が生
じた  13）。この時，朝鮮においては，内地から安価な米を移入し，四国から麦類を，オースト
ラリアから大麦を輸入した。日本では，1939（昭和 14）年 10 月に第一次分として 100 万石分
の輸入が決定され，タイ米やラングーン米などが輸入された。第二次分は 250 万石の輸入が同
年 12 月に決定された。また昭和 15 米穀年度の輸入量（内地分）は 799 万石であり，当時の内













































商工省の協力が必要不可欠となった。そこで協議が重ねられ，1940（昭和 15）年 7 月に「農林，
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けで，統制の対象となった。1939（昭和 14）年 11 月頃から一部の市町村で「自治的」切符制
が採用されていたが，1940（昭和 15）年 8 月には 31 道府県にわたって実施された。同年 10 月
時点では米穀の切符制を実施した市町村数は 4,826 を数え，全市町村の 42％に達した  27）。切
符制の実施に関して，農林省は「今日の如く逼迫した事情の下で却って人心を不安にし，ひい
ては米穀の需給を委縮させる結果になる」と懸念を表明した。しかし農林省の懸念をよそに，
切符制は各府県へ浸透し，1941（昭和 16）年 4 月の六大都市における本格的な配給制の実施へ
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農林省内で検討されていた。1937（昭和 12）年 9 月には，大臣官房のなかに農林業政策に関係
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流通機構の一元化に止まっていた米穀局（1941 年 1 月以降は食糧管理局）は，それまでの方
針を変更し，1941（昭和 16）年 4 月までに消費規制（農家の自家保有米の制限）を始め，外米
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1937（昭和 12）年度～1939（昭和 14）年度の米穀消費高を，各年度 4 月末日時点での消費人口
で割った値の平均値を求め，それに年齢などを加味して算出した値を上限として設定した。そ
してその範囲内において，各道府県が自家保有米を算出するようにした  46）。その結果，11 歳
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あり，それが増産意欲の低下，さらには離村傾向をもたらしていた。しかし米価を引き上げれ
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た  60）。さらに仏印やタイなどに余剰米穀があり，企画院や大蔵省の賛同を得て，比較的低廉
な価格で大量に外米を輸入することが可能となった  61）。昭和 17 米穀年度には，減少の一途を
たどる朝鮮米や台湾米の移入に代わって，外米輸入は全供給量の 1 割強を占めるようになった。
５　食糧管理制度の構築
国際情勢の悪化にともない，昭和 16・17 米穀年度に各年度 1,500 万石に達していた輸移入
米が，今後も安定的に輸入できるかどうか懸念された（その後，昭和 18 米穀年度は 722 万石，
昭和 19 米穀年度は 480 万石，昭和 20 米穀年度は 157 万石と，年ごとに半減した） 62）。第三次
近衛文麿（1891—1945）内閣は，食糧に対する統制を一層強化するため，「藷類配給統制規則」
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するという状態であった。日米開戦目前の 1941（昭和 16）年 11 月に農林省内部では，「集荷と
配給の強力な一元化による戦時食糧専売体制を確立すべし」という声が高まり，食糧管理局第
一部企画課が「食糧管理法」の作成に着手した  65）。そして開戦を境に法案作りが本格化し，翌
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余儀なくされた  73）。1943（昭和 18）年 2 月時点で，農林省は不足分全部を外米に頼ることはで
きないという見解を示した。昭和 19 米穀年度が始まる 11 月には，外米で補填できなくなった
ことを明言せざるをえなかった。その結果，米穀年度ごとの需給計画において，少なくとも数
百万石の供給不足が生じた。その補填策として食糧管理局は満洲雑穀の輸入を強化し，昭和















産米の実収高が 6,677 万石の豊作であった以外は，6,000 万石前後の水準に止まった。昭和 18




















米穀などの配給量については，1941（昭和 16）年から 1945（昭和 20）年 5 月まで，配給量
は 11 歳から 61 歳までの一般男子が上記のように 330 グラム，女子が 300 グラムで，軽労働の
場合，男子 390 グラム，女子 350 グラムであった。しかし，この配給量は次第に米以外の穀物
で代用されていった。1941（昭和 16）年にはすでに米が不足し，小麦，大麦，裸麦で一部代用
されたが，その際の代用は主食配給量全体の約 2％にとどまっていた。しかし 1942（昭和 17）
年になると，代用品の割合は 17.6％にまで高まった  81）。配給という体制が十分に機能しなく
なっていたために，食糧の需要側は対応を余儀なくされた。1943（昭和 18）年頃から配給の不
足分を補うために，主に都市住民は近郊農家に食糧の「買出し」に出かけた。これは当然，闇
売買とされたが，経済警察もすべて摘発するというわけにはいかず，1 人あたり 8 貫目までと
いう持出し制限を設けて，黙認するという状態であった。その後，買出しの人数の増加にとも
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危機に見舞われた。終戦直前の 1945（昭和 20）年 6 月の厚生省による調査では，日本人の所要






位は 1900（明治 33）年のそれに戻り，約 50 年前に後退した  90）。終戦直後の熱量源は主として
甘藷であったが，甘藷の消費量が減少し出したのは，1948（昭和 23）年になってからのことで


















































高まり，それが 1 割台の戦前並みに戻るのは 1956（昭和 31）年以降のことであった  98）。わが
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1945（昭和 20）年産米の不作が確実になると，日本政府は食糧輸入の実現に向けて GHQ に対
して働きかけを行ない，300 万トンの食糧輸入を懇請した。しかし自力救済を重視する GHQ
は，食糧輸入に慎重な姿勢をとり続け，食糧輸入交渉は停滞した。そのなかで GHQ の ESS 輸
出入課が食糧輸入の実現に前向きに取り組み，日本の周辺国に対して食糧輸入をはたらきかけ









林省統計調査局の設置にも深く関与した。そして昭和 22 米穀年度以降，GHQ は各道府県を監
督する第八軍・地方軍政部を通じて，供出成績の悪い地方行政機関に供出の是正を求めるな
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Since the establishment of the Staple Food Control Act of 1942, the Food Control System 
remained the basis of Japan’s food policy for around half a century. This paper posits its 
origin in food policy under the wartime regime, and casts light on the management system 
over self-sufficiency.
The great Korean drought of 1939 triggered the establishment of Japan’s food control 
system. This system emphasized foreign rice imports and the regulation of consumption. 
However, as supply shortages continued, the Ministry of Agriculture and Forestry responded 
by imposing restrictions on rice possessed by farmers, and by introducing a rice rationing 
system. It also designed a framework allowing foreign rice to be imported without currency 
outflows ensuing. In addition, the Office of Food Administration was established in 1941 and 
the Staple Food Control Act was enacted after the outbreak of war between Japan and the 
United States.
However, with the deterioration of the war situation, it became difficult to import rice 
from overseas, and from Korea and Taiwan. The Ministry of Agriculture and Forestry called 
for domestic self-sufficiency, but the food control system proved to be weak. Delivery from 
farmers was important to maintain the system, but this proved difficult to accomplish.
After the end of the war, the Office of Food Administration petitioned the GHQ to allow 
food imports. The GHQ was deeply involved in Japan’s food control, but emphasized domestic 
self-sufficiency. For this reason, the GHQ was compelled to allow the Office of Food 
Administration to take the initiative in strengthening food control. This situation allowed the 
Office of Food Administration to maintain and strengthen its food control system after the 
war. This has led to emphasis on continued improvement in self-sufficiency rate.
Keywords:  Food Control System, Staple Food Control Act, Self-Sufficiency, Ministry of 
Agriculture and Forestry, Office of Food Administration

